
令和４年１１月９日（水）

内閣官房行政改革推進本部事務局

説明資料

放送コンテンツによる
地域情報発信力強化事業



ＥＢＰＭの⼿法を各府省庁に幅広く普及させていく「起点」としての議論を⾏う
➢ ＥＢＰＭの⼿法を全事業（5,000事業）に波及させ、底上げを図ることを⽬指す
➢ 個別事業の要否ではなく、ＥＢＰＭの⼿法の実践に向けた改善策を中⼼に議論を⾏う

セッション１（個別事業）
● 全事業でのＥＢＰＭの⼿法の実践に向けて、原則各省１テーマずつ選定
● 政策の効果の向上や、柔軟な⾒直しに資する⽅策を中⼼に議論
・ ロジックの確認
・ 初期・最終アウトカム（成果⽬標・指標）の的確な設定
・ 効果測定⽅法の改善 などの論点を設定

セッション２（今後の⾏政事業レビューの改善について）
● 11⽉10⽇（⽊） 14︓15 〜 15︓45
● セッション１の議論等を踏まえ、
⾏政事業レビューをＥＢＰＭの実践に繋げていくための具体的⽅策について議論

本年の秋のレビュ―の⽅針
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事業の概要
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日本に対する関心を高めて海外から需要を呼び込むため、地方公共団体や
放送事業者等が連携して各地域の魅力を伝える放送コンテンツを制作し、海外
の放送局等を通じて発信する取組等を支援

出典：「地域課題の解決を通じた持続可能な地域社会の実現（総務省重点施策2023）」から行革事務局作成

【予算額】 令和5年度概算要求：890百万円（令和4年度当初：101百万円）
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（令和３年３月末見込み）

９９．５％

論点となる事項①
（総務省）令和４年度⾏政事業レビューシート（試⾏版） 放送コンテンツによる地域情報発信⼒強化事業 ※ ⼀部抜粋
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（総務省）令和４年度⾏政事業レビューシート（試⾏版） 放送コンテンツによる地域情報発信⼒強化事業 ※ ⼀部抜粋

（令和３年３月末見込み）

９９．５％

論点となる事項②
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（令和３年３月末見込み）

９９．５％

論点となる事項③
「放送コンテンツによる地域情報発信力強化事業」採択候補一覧

出典：総務省ホームページ「令和２年度補正予算及び令和３年度予算「放送コンテンツによる地域情報発信力強化事業」採択候補の決定（令和３年７月３０日）から抜粋

申請者 対象国・地域 申請者 対象国・地域 申請者 対象国・地域
株式会社あいテレビ マレーシア 株式会社テレビ熊本 台湾 名古屋テレビ放送株式会社 台湾
⻘森朝⽇放送株式会社 台湾 株式会社テレビ静岡 タイ 株式会社博報堂DY

メディアパートナーズ 台湾
株式会社⻘森テレビ シンガポール 株式会社テレビ新広島 フランス 飯能ケーブルテレビ株式会社 フィンランド
株式会社秋⽥放送 台湾 株式会社テレビ東京

メディアネット 中国 株式会社東⽇本放送 台湾
RKB毎⽇放送株式会社 台湾 株式会社テレビ新潟放送網 台湾 株式会社福岡放送 台湾
⼤分朝⽇放送株式会社 オーストラリア 株式会社テレビ⼭梨 ベトナム 北海道⽂化放送株式会社 タイ
関⻄テレビ放送株式会社 シンガポール 株式会社テレビユー⼭形 タイ 北海道⽂化放送株式会社 台湾
関⻄テレビ放送株式会社 タイ 株式会社テレビユー⼭形 ⾹港 北海道放送株式会社 台湾
関⻄テレビ放送株式会社 ベトナム 株式会社⻑崎国際テレビ タイ 北海道放送株式会社 ⾹港、台湾
札幌テレビ放送株式会社 台湾 株式会社⻑崎国際テレビ ドイツ 株式会社BSテレビ東京 台湾
⼭陰中央テレビジョン放送
株式会社 マレーシア 南海放送株式会社 インドネシア 株式会社南⽇本放送 台湾
株式会社JTB イギリス 株式会社⽇テレアックスオン フィリピン 株式会社宮崎放送 台湾
株式会社CBCテレビ 台湾 株式会社⽇本国際放送 ベルギー、フ

ランス 株式会社⼭形テレビ 台湾
信越放送株式会社 タイ 株式会社⽇本電波ニュース社 ベトナム ⼭形放送株式会社 インドネシア
株式会社チューリップテレビ マレーシア 株式会社⻑野放送 台湾 ⼭⼝放送株式会社 台湾
株式会社テレビ岩⼿ タイ 名古屋テレビ放送株式会社 台湾 琉球朝⽇放送株式会社 タイ

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度
間接補助事業の応募件数 109件 108件 82件 50件
間接補助事業の採択件数 45件 48件 57件 47件

出典：総務省資料から行革事務局作成
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（令和３年３月末見込み）

９９．５％

（参考）論点となる事項③

出典：NHK放送文化研究所「国民生活時間調査2020」（抜粋）



● 最終アウトカムを「放送コンテンツ関連海外売上高」としているが、
「日本に対する関心を高めて各地域に需要を呼び込む」という本事業
の目的に照らして適切か。

● 初期アウトカムの実績をみると、令和元年度に比し、令和３年度の
１事業あたりの視聴回数が落ちている。過去の実績を踏まえ、より効
果的な事業が採択されるよう工夫が必要ではないか。

● デジタル社会の進展やポストコロナ等を見据え、時代に即した事業
となるよう、見直しが必要ではないか。

主な論点
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